
第７次総合計画　事務事業評価シート 平成23年度 （様式1）

#########

会計名

款 目項

施設管理事業 生涯学習部

北部市民センター

10 5 9

教育文化

生涯学習

生涯学習施設の利用促進

第7次
総合計画

分　野

対象者

実施方法

事業期間 Ｓ６２ ～

　施設利用に係る受付事務、施設清掃、各種
設備機器の日常・定期点検を通じて、施設の
適正な維持・保守管理を行う。

　生涯学習施設（北部市民センター）として
維持管理に努め、利用者の利便を図る。

関連計画

年度実績20 年度実績21 年度実績22 年度計画23

成果

（できたこ
と）

課題 　施設利用率が前年度と比較して0.7％減で、施設利用率を増やす施策が求められる。

指標名称
実績値

年度20 年度21 年度22 23 25年度 年度

目標値

他市との比較検証

総事業コスト 年度20 年度21 年度22 23 年度

事業費

職員人件費

9,6869,219

特定財源

一般財源

事業費内訳

（できなか
ったこと）

建
設
事
業

全 体 事 業 費

根拠法令

財
源

22 年度迄の累積事業費

24年度以降の事業費見込

備考（補助名称等）

平成22年度

A

事

業

概

要

P
　
　
　
L
　
　
　
A
　
　
　
N

D
　
　
O

単位：千円

位
置
づ
け

C

事

業

コ

ス

ト

（決算） （決算） （決算） （予算）

B

事

業

実

績

担当課

担当部

作成者

9,634 9,056

7,935

######

9,219 8,362

市民

一部委託 第２次刈谷市生涯学習推進計画

社会教育法、刈谷市市民センター条例、刈谷市公民館条例

北部公民館利用者数
　　　　　　　　　　22,277人
施設利用率　30.4％

北部公民館利用者数
　　　　　　　　　　23,640人
施設利用率　29.1％

北部公民館利用者数
　　　　　　　　　　25,705人
施設利用率　28.4％

北部公民館利用者数
　　　　　　　　　　23,000人
施設利用率　28.9％

　身近な学習施設である北部市民センターで、公民館利用者が気軽に利用できるよう住民の利便を図り生涯学習の場を
提供できた。

北部公民館利用者数 22,277人 23,640人 26,000人 26,300人

施設利用率 30.4％ 29.1％ 28.4％ 28.9％ 29.3％

近隣市（安城市）においても、地区公民館単位で、施設管理コストの削減に努め、また、積極的に利用者から
の意見収集に努め、適切に対処することで、よりよい施設環境の提供を行っている。

鈴木　真貴子

25,705人

###### 1,121###### 0 ######1,324

4,349 4,568

14,25413,568

一般会計

基本施策

施策の内容

課等長名 鈴木　康則

目

的

主
た
る
内
容

11 需用費 3,539,360 円

12 役務費 156,643 円

13 委託料 5,430,557 円

14 使用料及び賃借料 92,274 円

9,218,834 円合計



第７次総合計画　事務事業評価シート 平成23年度 （様式1）

######

会計名

款 目項

市民講座開設事業 生涯学習部

北部市民センター

10 5 9

教育文化

生涯学習

学習機会の充実

第7次
総合計画

分　野

対象者

実施方法

事業期間 不明 ～

　市民ニーズの把握に努め、各種講座を前期4
講座、後期1講座に分けて約3か月間（各１０
回程度）で開設する。1講座当たりの受講者数
は、10人～20人程度で実施する。

　多様化する市民の学習要求に応え、誰もが
気軽に学べる機会と場所を提供するため、市
民の生涯学習の推進と支援を図る。

関連計画

年度実績20 年度実績21 年度実績22 年度計画23

成果

（できたこ
と）

課題 多種多様な講座を提供することができ、尚且つ受講者数を増やす施策が求められる。

指標名称
実績値

年度20 年度21 年度22 23 25年度 年度

目標値

他市との比較検証

総事業コスト 年度20 年度21 年度22 23 年度

事業費

職員人件費

440540

特定財源

一般財源

事業費内訳

（できなか
ったこと）

建
設
事
業

全 体 事 業 費

根拠法令

財
源

22 年度迄の累積事業費

24年度以降の事業費見込

備考（補助名称等）

平成22年度

A

事

業

概

要

P
　
　
　
L
　
　
　
A
　
　
　
N

D
　
　
O

単位：千円

位
置
づ
け

C

事

業

コ

ス

ト

（決算） （決算） （決算） （予算）

B

事

業

実

績

担当課

担当部

作成者

602 555

459

###

540 352

市民

直営 第２次刈谷市生涯学習推進計画

社会教育法

市民講座開設数　5講座
　　　　　　　　　　　　　　　　　
市民講座受講者数　97人

市民講座開設数　5講座
　　　　　　　　　　　　　　　　　　
市民講座受講者数　81人

市民講座開設数　5講座
　　　　　　　　　　　　　　　　　　
市民講座受講者数　100人

市民講座開設数　5講座
　　　　　　　　　　　　　　　　　　
市民講座受講者数　105人　

市民の学習意欲の向上、知識教養を高め、生きがいを持たせることができた。

市民講座受講者数 97人 81人 105人 110人

近隣市（安城市）においても、地区公民館単位で、市民が多様な学習機会の提供を受けることができるよう、
地域の特性や公共的課題を鑑み、多種多様な講座を開催し、生涯学習の推進を行っている。

鈴木　真貴子

100人

### 96###### 0 ### 88

4,349 4,568

5,0084,889

一般会計

基本施策

施策の内容

課等長名 鈴木　康則

目

的

主
た
る
内
容

8 報償費 426,000 円

11 需用費 103,553 円

12 役務費 10,000 円

539,553 円合計



第７次総合計画　事務事業評価シート 平成23年度 （様式1）

####

会計名

款 目項

学習発表会実施事業 生涯学習部

北部市民センター

10 5 9

教育文化

生涯学習

学習活動の支援

第7次
総合計画

分　野

対象者

実施方法

事業期間 Ｈ2 ～

　学習成果の発表・展示、芸能音楽の発表、
茶会を年1回、北部市民センター全館で実施す
る。

　北部市民センター利用団体の学習成果を芸
能発表、展示等で行い、利用グループの交流
と地域住民との親睦を図る。

関連計画

年度実績20 年度実績21 年度実績22 年度計画23

成果

（できたこ
と）

課題 　参加人数が前年度と比べて13%減で、参加者数を増やす施策が求められる。

指標名称
実績値

年度20 年度21 年度22 23 25年度 年度

目標値

他市との比較検証

総事業コスト 年度20 年度21 年度22 23 年度

事業費

職員人件費

320320

特定財源

一般財源

事業費内訳

（できなか
ったこと）

建
設
事
業

全 体 事 業 費

根拠法令

財
源

22 年度迄の累積事業費

24年度以降の事業費見込

備考（補助名称等）

平成22年度

A

事

業

概

要

P
　
　
　
L
　
　
　
A
　
　
　
N

D
　
　
O

単位：千円

位
置
づ
け

C

事

業

コ

ス

ト

（決算） （決算） （決算） （予算）

B

事

業

実

績

担当課

担当部

作成者

320 320

320 320 320

北部市民センター利用団体及び地域住民

一部委託 第２次刈谷市生涯学習推進計画

社会教育法

11月2日（日）開催
参加団体数　24団体
参加人数　370人
入場者数　600人　　　　　　

11月1日（日）開催
参加団体数　29団体　
参加人数　392人
入場者数　638人　　　

11月7日（日）開催
参加団体数　24団体
参加人数　341人
入場者数　400人　　　　　

11月初旬開催予定
参加予定団体数　26団体
参加者予定数　360人
入場者予定数　490人
　　　　　　　　　　　　　　

　利用グループが日頃の学習成果を作品展示、芸能発表、お茶席等を実施することにより、利用グループの交流と親睦の
輪を広げることができた。

参加団体数 24団体 29団体 26団体 27団体

来館者数（参加者数＋入場場数） 970人 1,030人 741人 850人 1,050人

　近隣市（安城市）においても公民館単位で、利用団体が学習成果の発表する「公民館まつり」を年１回開催
し、地域の生涯学習活動の啓発を行っている。

鈴木　真貴子

24団体

# 0###### 0 0

1,450 1,523

1,8431,770

一般会計

基本施策

施策の内容

課等長名 鈴木　康則

目

的

主
た
る
内
容

13 委託料 320,000 円

320,000 円合計




